
□ 横浜市の都市づくり

プロジェクト方式  六大事業他  ( 合目的性・即効性・波及効果 )

十

規制・抑制     人口急増対策、住環境等保全等
+         線引き・地域地区、高度地区 (最高限)

宅地開発要綱、日照等指導要綱、他

誘導方式      民活による開発・街づくり、都心機能の誘導・

市街地環境設計制度、高度地区 (最低限 )、 用途別容積制

□ 市街地環境設計制度

課題

・都計法の「高度地区」 (市決定)、 基準法の「高度地区」には緩和の規定はない。

・建築行政は「機関委任事務」、国は法令に逸脱しているが「黙殺」か?

`制度上は都計法の高度地区の許可、都計法側は高度地区の適用除外。
<??>

・「高度地区」の緩和は、基準法の条文では建築審査会の同意対象ではない。<??>

・高度地区は、日照等指導要綱のベース

関内地区の環境設計制度

・高度地区 31mは、旧基準法の高さ制限を踏襲した。

・容積率は概ね 600%～ t幹線道路沿いは 700、 800%+最低限高度地区指定

・容積率は高め、高さは控えめ、街区面積・敷地規模・道路幅員狭い、

・活用実績、努力とボーナスの関係性、 31mでの内部空間、街並みは?

・関内地区の 31mは妥当だつたのか

□ 用途別容積制

課題  「現行法では出来ない」とは?
・基準法 52条「容積率」に住宅容積のメニユーはない。

・機関委任事務であるが、基準法 50条による条例は可能では。<?>
・国はなぜ 50条による条例を認めなかつたのか<?>
・やむなく「建築基準条例」に盛り込んだが、根拠条文がない。<?>
・用途別容積制の役割と効果は (緩慢な開発スピー ド、都心機能の誘致促進 ?)

□ 最低限高度地区

・最低限の主旨とは。12m、 14m以下を規制する意味。

・何故高さ制限が無く「青天丼」なのか。何の努力も無く高さを突破できる。



各史

棄防火帯の指定

し検討委員会 (高層化問題点検討 G 浅田孝他 7名 )

③1957昭和32 関内関外地区に高度地区の決定(最低限1種・2種 )

④1960昭和35 丹下健三氏「東京計画」を発表

⑤1961昭和36 浅田孝氏「環境開発センタ=」 設立

東京大学工学部に都市工学科設置

富山県「射水地域広域計画」都市工高山研究室主体で策定始まる

⑥1963昭和38 田村明氏 環境開発センター計画部長 /「飛鳥田市政」誕生
11月  神戸市 ポートアイランド構想浮上 (原口忠次郎市長)

⑦1964昭和39 工業等制限法改正 (横浜市、川崎市、川口市規制対象に)

③1965昭和40

⑨1966昭和41

⑩1968昭和43

三菱重工業 (株)発足 (三菱造船、新三菱重工、三菱日本重ェ 合併)
12月 「横浜市将来計画に関する基礎調査報告書」 (環境開発センター)

「横浜市の都市づくり将来計画の構想」6大事業発表

4月 「横浜市都心部再開発基本構想報告書」 (環境開発センター)

①1970昭和45

田村明氏 横浜市入庁 (企画調整部長 )
6月 都市計画法改正 (用途地域細分化、市街化調整区域、開発許可制度)
8月  宅地開発要綱制定
4月 三菱重工移転、三者 (重工・地所・市)基本合意
6月 建築基準法改正 (高さ制限廃止、全面容積制、総合設計制度))

区域区分の決定 (市街化区域・市街化調整区域 )

日照等指導要綱制定⑫1972昭和47

⑬1973昭和48

12月  建築基準条例改正 (笙

①1978昭和 53

⑮1981昭和 56

⑩1983昭和 58

①1991平成 3

⑪2000平成 12

⑩2003平成 15

⑩2004平成 16

02005平成 17

②2006平成 18

12月  新用途地域 (8種)の決定
地域地区の見直し(最高限・最低限高度地区の決定等)

市街地環境設計制度創設

3月 飛鳥田市長辞職  (1977・ 12日本社会党委員長就任 )

田村明氏 法政大学教授
みなとみらい 21地区事業着手

建築基準条例改正 (「建築物等の住居用容積率」の緩和 )

建築基準条例改正 (「建築物等の住居用容積率」の廃止 )

地方分権―括法施行 (機関委任事務、通達等廃止)

「横浜シティータワー馬車道 (23階 )」 (丸井馬車道店跡地 )

「「グランフォート横浜クルデングタワ=(21階 )」 (東京三菱銀行横浜中央支店跡地)

横浜都心機能誘導地区条例制定 (基準法 49条,50条 )

最低限高度地区廃止 (関内・横浜駅周辺地区)



Ю
３
）
士
認
押
ハ
ヽ
い
」
ヽ
無
築
回

′壼
）
３
０
里
冊
瑚
こ
輝
Ｃ
軍
臨
Ｆ
純
ヽ

く
卜
艘
慕
や

「黒
陣
Ｆ
洗

駆
雇
虚
籠
“
鍵
」
製
む
認
押
冊
瑚
塩
早
ｅ
皿
薫

′壼
□
覇
Ю
卜
羅
堅
掏
座
嘉
∞

陣
独
後
梗
Ｅ
Ｃ
ぐ
細
朧
駅
繊
壼
二
Ю
卜
や
Ｆ
縞
後
七
掻
Ｌ
製
♯
Ｎ

で
榊
ｐ
黒
緊
）
３
紀
二
Ｅ
国
彗
ｅ
Ｆ
誌
ｅ
Ｌ
督
じ
艘
輩
や

（座

幕
抱
傾
夜
禦

′緊
凛
軍
要

′籠
凛
増
塾

′筆
〓
壼
錮
）
螢
慕
ｅ
抱
担
ｅ
脚
中

掛
燿
檸

′“
嬰
Ю
士
認
却

「製
側
題
“
」
ｅ
杓
恒
ｅ
↓
ヽ
似
―
旦
雲
暴

一

「
軍
華
Ｃ
計
冊
謳
約
ｅ
Ｓ
駅
製
Ю
卜
押
却
雲
側
３
恒
里
Ｅ
製
暴
」
悩
雇
在
轟
準
鍵

「
豪
路
に
結
在
経
“
鍵
」

投
ス
却
国
国
図
劃
酬
Ц
翻
国
剥
□
国

′量
侶
嘆
纏

ぐ
綱
二
豫
Ｅ
製
ミ
゛
Ｃ
製
）
二
鵜
二
日
在
信
轟
世
拘
担
ｅ
Ｓ
駅
製

「凶
雲
撻
担
」
凛

３

状

「率
駆
Ｃ
抱
恒
ｅ
Ｓ
樹
製
測
叫
響
譜
興
」
翡

錦

紙

Ｈ
劃
日
謝
―
―
―
司
到
到
Щ
到

Ｈ
Ｎ
日
釧
１
１
１
国
到
到
呵
到

「貿
螢
ｅ
抱
担
」
麒
お
駅

〇
一＼
ト

褒
調
器
恒

贅
雲
報
Ｈ

督
雲
報
Ｈ
斗

ゴ
雲
幽
學

「燿
旧
ｅ
馴
繊
」
縣

Ｂ

紙

業
冊
瑚
熙
製

□
一
口

投
メ
櫻
拠
恒
壼
単
唱
里
廿
凶
増
Ｅ
駆

′国
側
珊
馴
司
到
到

′壼
据
嘆
軽

“
錮
二
豫
Ｅ
製
ヾ
゛
Ｓ
似
）
３
総
里
回
蔽
据
轟
壼
抱
傾
ｅ
Ｓ
駅
製

「凶
増
撻
恒
」
選

露

状

（冊
撃
鰹

゛
紙

′即

一
紙
）
騒
凛
軍
ギ

筆
凛
雲
塾

緊
凛
譴
理

「
拘
傾
ｅ
ｅ
縮
Ｏ
ｅ
ｓ
潔
製
」
熙

８

∬

３
仲
゛
仲
量
）
ぺ
刷
劇
目
「
コ
割
国
ｅ
ｓ
駅
鍛

「
抱
担
ｅ
尽
駅
製
Ю
士
紀
二
側
到
劇

一―
川
」
縦
８
状

「掛
欅
製
」
凛
錦
紙

′
■
ヽ
郭
寝

Ｏ
Ｓ
製

ｐ

（野

∞
凛

８

じ

↑
督
世
概
国
製
癒

０
晏

′
⊃
苺

却
到
釧
劇
翻
側
口
翻
判
硼
Ⅶ
ａ
ｑ
倒
倒
馴
倒
到
制

「軍
輩
ｅ
計
掛
澤
維
」
（
倒
ｅ
意

８
邸
）
中

∞
い
∞

ｏ
ミ
８
一　
ｌ
　
ｏ
ミ
９
　
　
　
ヽヽ
　
　
器
　
　
恒

〇
一＼
〇
寸
　　
〇
一＼
〇
〇　
　
〇
一＼
〇
∞

ヽヽ
　

眠
冊
靭
Ｈ

ヽヽ
　

米
　
　
Ｈ

ヽヽ
　
縦

Ｈ
　
畔

ヽ
ヽ

　

営

ヽ
ヽ

　

齋

増

山

翠

ヽ
ヽ
　

　

…

ｏ
ミ
ｏ
Ｎ
　
ｌ
　
ｏ
ミ
ゆ
　
国
到
訓
躙
期
幽
馴
嗣
「
「
調

「掛
解
豫
」
礁

ぶ

紙

（
口

一
駅
Φ
＝

？

晨
雷
）
奨
路
瑚
駅
製

Ｈ
幡
□

Ｏ．（ΦＸ
（℃
〇∞‐∽）
占



□高度地区 (横浜市告示第 320号 昭和 48年 12月 25日 )

最高限高度地区

種 別 指 定 地 域 絶対高さ
北 側 斜 線

控除高さ 勾  配

第 1種 第 1種住居専用地域 10m 5m 0,6/1

第 2種 第 2種住居専用地域 15m 7,5m 0,6/1

第 3種

住 居 地 域

近 隣 商 業 地 域

準 工 業 地 域

20m 10m 0,6/1

第 4種
域

域

地

地

業

業

商

エ
31m

適用の除外

(2)市長が市街地環境の整備向上に寄与すると認め、

得て許可した建築物

最低限高度地区

かつ、建築審査会の同意を

種 別 建築物の高さの最高限度又は最低限度

第 1種
建築物の高さ(地盤面からの高さによる。以下同じ)の最低限度は、

14メートルとする。

第 2種 建築物の高さの最低限度は、12メートルとする。

適用の除外

市長が公益上やむを得ない、又は周囲の状況により都市計画上支障がないと認め、

かつ、建築審査会の同意を得て許可した建築物については、前記の制限は適用しない。

□都市計画法 (昭和 43年改正 )

(地域地区)   ′

第 8条  1項 3号  高度地区又は高度利用地区
3項 2号 卜 高度地区 建築物の高さの最高限度又は最低限度

第 9条 17項    高度地区は、用途地域内において市街地の環境を維持し、又は土

地利用の増進を図るため、建築物の高さの最高限度又は最低限

度を定める地区とする。

□建築基準法 (昭和 45年改正、旧法(59条 )と 条文変わらず)

(高度地区)

第 58条 高度地区内においては、建築物の高さは、高度地区に関する都市計画におい

て定められた内容に適合するものでなければならない。



改正 建築基準法 (昭和 45年 6月 1日 )

第 3章 集団規定 第 4節 建築物の面積、高さ及び敷地内の空地

(延面積の敷地面積にたいする割合 )

第 52条 3項 次の各号の一に該当する建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上、衛生上支障が

ないと認めて許可したものの延べ面積の敷地面積に対する割合は、第 1項の規定にかかわ

らず、その許可の範囲内において同項の規定による限度をこえるものとすることができる。

三 その敷地内に政令で定める空地を有し、かつ、その敷地面積が政令で定める規模以上で

ある建築物

4項 第 44条第 2項の規定は、前二項の規定による許可をする場合に準用する。

「特定行政庁は、前項但し書きの規定による許可をする場合においては、あらかじめ、

建築審査会の同意を得なければならない。」

施行令

i 第136条 敷地内の空地及び敷地面積の規模

法第59条の2第 1項の規定により政令で定める空地は、法第53条の規定により建べい率
の最高限度が定められている場合においては、当該最高限度に応じて、当該空地の面積の

敷地面積に対する割合が次の表に定める数値以上であるものとし、同条の規定により建ペ

い率の最高限度が定められていない場合においては、当該空地の面積の敷地面積に対す

る割合が2ノ 10以上であるものとする。

56条の規定による限度を超えるものとする建築物に対する前項の規定の適用については、
同項中「2′ 10」とあるのは「1_5/10」 と、「1.5/10」 とあるのは「1/10」 と、「6.5ノ 10」とあるのは

「6/10」 とする。

3法第59条の2第 1項の規定により政令で定める規模は、次の表の(い)欄に掲げる区分
に応じて、同表(ろ )欄に掲げる数値とする。f―だI´、特定行政庁は、街区の形状、宅地の規

模その他土地の状況により同欄に掲げる数値によることが不適当であると認める場合にお

いては、規則で、同表(は )欄に掲げる数値の範囲内で、その規模を別に定めることができ

る。

去第53条の規定による建ペ
ハ率の最高限度

聖地の面積の敷地面積に対する割合

1 ノ10以下の場合 |から法第53条の規定による建ぺい率の最高限反を減
二た数値に1.5/10を加えた数値

2 ,ノ 10を超え、5.5/10以下の場 5/10

3 .5/10を超える場合 |から法第53条の規定による建ぺい率の最高限度を減
うた数値に2/10を加えた数値

2法 第59条の2第 1項の規定によりその各 さのみを法第55条第 1項又

ろ ) は )

也域又は区域 敦地面積の

現模(単位

n2)

呪則で定めることが

できる敷地面積の規

瞑(単位 m2)

1 華一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専

調地域

,,000 ,000以上3,0∞未清

2 事一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専

需地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住

舌地域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域

,CXXl

'∞
以上 2,CXICl未 満

3 匠隣商業地域又は商業地域 ,OC10 ;∞以上1,∞0未満

4 調途地域の指定のない区域 ,000 ,000以上2,000未 濠

□



る都市計画の決定の告示 (以下「都市計画の決定の告示」とい

う。)のあつた日の前日までの間は、この条例による改正後の

横浜市建築基準条例 (以下「新条例」という。)第 4条の3の
~規
定
…

ずご住居用建参 の容積黎ま
~改
正断 卿j第
~~

13項の規定による改正前の都市計画法の規定により定めら■た

用途地域に応じ、次の表に掲げる数値としなけ4ばならなし、

ただし、市長が周辺の生活環境、都市施設の整備状況等を考慮

し、当該地域め利便を害するおそれがないと認めて許可した場

合は、この限りでなし、              |

横浜市建築基準条例 (昭和35年10月 横浜市条例第20号)の一部

を次のように改正する。

目次中「第 1章 総則 (第 1条一第 4条の 2)」 を「第 1章

総則 (第 1条二第4条の3)」 に改める。

第 4条の 2の次に、次の 1条をカロえる。

(住居用建築物等の容積豹

第4条の3 住居の用に供する建築物または住居の用に供する部

分を含む建築物の当該住居の用に供する部分 (当´部分に付属

する階段、エレベーター、廊下等の施設を含む。)の延が面積

の敷地面積に対する割合 (以下「住居用建築物等9容積率」と

しヽぅ。)は、都市計画法 (昭和43年法律第100号)の規定により

定められた用途地域のうち次の表 (あ)欄に掲げる用途地域に

ついて、法第52条第1項各号の規定により都市計画で定められ

た同表 (い)欄に掲げる数値 (以下「基準容積判 という。)

に応じ、同表 (う )欄に掲げる数値としなければならないるた

だし、市長が周辺の生活環境、都市施設の整備状況等を考慮し

、当該地域の利便を害するおそれがないと認めて許可した場合

は、この限りでなし、「

付 則

髄行期日)

l この条例は、昭和48年 2月 1日 から施行する。

鋼 措置)

2 この条例の施行の日から建築基準法の一部を改正する法律 (

昭禾145年法律第109号。以下「改正法」という。)附則第13項

の規定による改正後の都市計画法の規定による用途地域に関す

用途地域 住居用建築物等の容積率

鋸 麟 20/10以下

商業地域 20/10以下

準工業地域 20/10以下

工業地域 10/10以下

3 この条例の施行の際または都市計画の決定の告示のあつた際

、現に建築(修繕または模様替の工事中の建築物っ
ま、前項また

は新条例第4条の3の規定に適合せず、または適合しない部分

を有する場合においてはヽ当該建築物または建築物の部分に対

しては、当該規定は、適用しな0ヽ ただして都市計画の決定の

告示のあつた際、前項の規定に違反している撃築物または建築

物の部分に対しては、新条例第4条,3の規定は、翻 する。

4 この条例の施行の自から都市計画の決定の告示のあつた日の

前日までの間の罰則の適用については、付則第2項の規定を新

条例第4条の3の規定とみなして、第58条ρ規定を適用する。

1 建築基準法 (昭和 34年改正)

(特別用途地区)

第 49条

1 特別用途地区内においては、前条第 1項か ら第 12

項までに定めるものを除 くほか、その地区の指定の目的

のためにする建築物の建築の制限又は禁上に関 して必要

は規定は、地方公共団体の条例で定める。

2 特別用途地区内においては、地方公共団体は、その

地区の指定の目的のために必要と認める場合においては、

建設大臣の承認を得て、条例で、前条第 1項か ら第¬2

項までの規定による制限を緩和することができる。

(用途地域等における建築物の敷地、構造又は建築設備に

対する制限 )

第 50条

第 1種低層住居専用地域、第 2種低層住居専用地域、第 1

種中高層住居専用地域、第 2種中高層住居専用地域、第 1

種住居地域、第 2種住居地域、準住居地域、近隣商業地域

商業地域、準工業地域、工業地域若 しくは工業専用地域

(以下「用途地域」と総称する。)又は特男1用途地区内に

おける建築物の敷地、構造又は建築設備に関する制限で

当該地域又は地区の指定の目的のために必要なものは、■

方公共団体の条例で定める。

(あ)用途地域 (い)螂 率
(う )住居用建築物

等の容積率

商業地域

1∞/10以下 5/10以下

90/10"スコF 5/10以下

80/10"夫¬F 5/10以下

70/10以下 10/10以下

60/10"ス ¬F 15/10"ス¬F

50/10以下 18/10以下

40/10'夫 ]F 20/10以下

近隣商業地域

40/10以下 20/10以下

30/10以下 20/10ジス¬F

20/10'夫 ]ド 20/10以下

工業地域

40/10"夫 ¬F 10/10以下

3げ 10以下 10/10,ス¬F

20/10以 下 10/10以下


